令和８年度農業者担い手育成支援事業募集要領
【実施方針】

○目的
本事業は、担い手農業者が国内外の先進的な農業事例や農業情勢を視察・研修する機会を支援し、幅広い知識や見識の習得を通じて、これからの地域農業を担う人材の育成を図ることを目的とする。
　また、地域農業の持続的な発展に向けて、農業者自らが行う後継者育成に関する取組を支援することで、次世代の担い手確保を促進し、地域農業の振興及び地域の活性化に資することを目的とする。

【募集概要】
１．対象事業

視察研修事業、後継者育成事業

２．対象者
田原市内に住所を有し、農業の生産に携わる農業者等（営農組織、農業団体、農業生産法人含む）が３名以上で組織する団体。
（１）参加資格要件

・本提案に沿って、担い手育成支援補助金の申請を予定するものであること。
・申請者は、当該年度末（３月予定）に開催される報告会にて実績報告を行うこと。

（２）失格要件

次の要件に該当した場合は、当該応募者は失格とする。

①市税を滞納している場合
②その他本事業の遂行にふさわしくないと認められた場合
３．補助対象経費

　　交通費、宿泊費及び市長が認めた必要経費
※交通費及び宿泊費は田原市旅費規定に準じ、相違の場合は安価な旅費を採択する。
４．補助率及び補助限度額

　　１／２以内　ただし、限度額２０万円（視察研修事業は、限度額１０万円）
　（千円未満は切捨て）

※令和８年度予算額：２０万円

５．募集期間及び提出先
令和８年４月１日（水）から随時　※予算に達し次第、募集を終了。

※市役所農政課に直接提出
６．選考方法
書類審査及び審査会
７．事業採択スケジュール（●市が実施／◆応募団体が実施）




【採択事業決定】応募団体へ審査結果通知






７．審査委員会

申し込みのあった事業提案を審査するため、審査委員会を設置する。

８．事業提案申込における留意事項
　　（１）事業提案書の提出

　　　事業実施日の１か月前には、提出するものとする。

（２）事業提案の聞き取り調査

　事業提案申込書について、聞き取り調査をする場合がある。
※日程、開催場所については、別途連絡。
（３）その他
　・同一年度に１申請者につき１事業とする。１事業とは３名以上で組織する団体が提案する事業のことをいう。
・市は事業提案書の提出があった時点で、応募者の名簿を公表することができるものとする。

９．事業提案の審査基準

事業提案書について、以下の審査項目に基づき事業採択審査委員会による審査を行う。

	審査項目

	現況課題
	・農業現場の実態調査の分析
・情報収集　　　　　　　　　　など

	事業内容
	・担い手づくりへの方向性
・農業施策への方向性

・事業の遂行計画

・他事業との協調　　　　　　　など

	その他
	・スケジュール管理
・人員配置　　　　　　　　　　など


10．事業採択及び採択結果の通知

事業の採択は、審査委員会の決定により予算の範囲内で採択をし、採否に関わらず、
全ての応募者に対し通知する。

11．根拠法令等

事業採択後の申請等については、田原市農水産振興対策事業補助金交付要綱による。

12．申請・問い合わせ先
　　田原市農林水産部農政課
　　〒４４１－３４９２　愛知県田原市田原町南番場３０－１(田原市役所北庁舎１階)

　　　　　　　　　　　電　話：０５３１－２３－３５１７
　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：０５３１－２２－３８１７
  　　　　　　　　　　メール：nosei@city.tahara.aichi.jp
【事業への応募】◆事業提案書の提出


４月１日（水）から　※予算額に達し次第、募集終了


市　　←　　応募団体


※別紙「事業提案書」によるものとする。





























●市が実施●　　　　　　　　　　　　◆応募団体が実施◆























　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


◆団体による事業開始














※事業完了の日から起算して２０日を経


過した日又は当該年度の３月３１日のい


ずれか早い期日までに提出

















【●書類審査】





【●事業採択審査委員会】◆参加必須


随時





【採択事業決定】


●応募団体へ審査結果を通知


市　　→　　応募団体








【補助金交付申請】◆交付申請書の提出


市　　←　　応募団体





【補助金交付決定】


●補助金交付決定通知書の交付


市　　→　　応募団体





【実績報告】◆実績報告書の提出


市　　←　　応募団体





【額の確定】


●補助金確定通知書により通知


市　　→　　応募団体





【補助金の請求】◆補助金請求書の提出


市　　←　　応募団体





【補助金の交付】


●補助金の支払





【●成果報告会】◆参加必須


令和９年３月中旬頃
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